別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健所費　目：保健所費
	事業名:母子行政等指導費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　健康福祉部　保健医療課　母子・特定疾患担当　電話番号：058-272-1111（内2546）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,040千円（前年度予算額：2,157千円）
	事業内容


	１　事業の内容


未熟児、障害や疾病を持って生まれた児やその養育者及び体調が不安定な妊産婦等は日常生活において精神的不安が大きく、育児や健康管理等にも影響がある。こうした状況で生活する児の健やかな成長と、妊産婦の健康の保持増進を図ることを目的に次の３事業を実施する。

（１）母と子の健康サポート支援事業（訪問指導事業）

　　　支援の必要性が認められた母子について、その同意のもと医療機関から保健所へ

支援依頼票（退院情報）を随時送付。これを受理した保健所は早期に母子の家庭を

訪問し、必要な支援を行う。

（２）母と子の健康サポート支援強化事業（関係機関連携強化事業）

　　　支援が必要な母子を対象とした円滑な支援体制を構築するため、県又は保健所管

内ごとに医療機関、市町村、療育機関等関係者からなる検討会を設け、連携強化を

図る。

（３）子ども健康サポート教室事業（健康教室事業）

　　　未熟児等同じ悩みを抱える対象者に対して、集団支援の場を設け、育児支援と保

護者の不安軽減及び孤立を防止する。
	２　所要経費


（１）母と子の健康サポート支援事業　　　　978千円
（２）母と子の健康サポート支援強化事業　　429千円
（３）こども健康サポート教室開催事業　　　633千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計  2,040千円

	これまでの取組と成果

	１　長期構想上の位置付け


　Ⅴふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり　１子どもを産み育てやすい地域をつくる
	２　これまでの取組状況


母子保健法第19条に基づき平成9年度から未熟児サポート事業として開始した事業であるが、子ども虐待等母子保健を取り巻く動向に配慮し、平成20年度からハイリスク妊産婦、聴覚障がい児、胆道閉鎖症児等健康課題を有する母子に対象を拡大し、対象者の地域生活における発育・発達、育児支援を行ってきた。
	３　これまでの取組に対する評価（平成22年度実績）


（１）母と子の健康サポート支援事業（訪問指導事業）

　　各保健所では、医療機関からの585件の支援依頼票を受理し、市町村へ支援引継ぎ
を行ったケースを除く延べ684件の妊産婦、児を家庭訪問し、母子の孤立防止、育児
支援、児の成長発達の支援を行った。

（２）母と子の健康サポート支援強化事業（関係機関連携強化会議）

　　全保健所で管内ごとに中核医療機関の医師、助産師、看護師や市町村母子保健担当者等による連携会議を18回開催。医療機関との連携方法の確認や、地域の母子保健施策や課題の共有、支援方法に関する知識普及を行ったことで、日頃の円滑な連携体制が確立され、要支援者の早期支援に繋がっている。

（３）子ども健康サポート教室開催事業

　　全保健所で管内ごとに未熟児やダウン症児、食物アレルギーを有する児、多胎児育

児家庭を対象とした健康教室を延べ24回開催し、母子が地域で安心して育児できるよ

う発育・発達支援を行った。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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	2,040
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